炭素14年較正問題の研究課題*
－なぜ炭素14年は古く出るのか－

新 井  宏**
歴史民俗博物館(歴博)が、土器付着炭化物の炭素14をAMS法で分析して、弥生早期の始まりが前10世紀に遡る可能性があると発表してから4年経過した。その間、従来学説との差を如何にして埋めて行くかに関して、考古学サイドでの年代遡上論は盛んであるが、自然科学サイドでの検討は未だ十分とは言えない。その中で筆者は、炭素14年が国際較正基準よりも古くでる実例が数多くあることを紹介すると同時に、歴博の炭素14年そのものに関しても、①弥生早期・前期の海岸遺跡では内陸よりも100年ほど古くでていること、②九州弥生中期の炭素14年は歴博の遡上した時代観よりも更に100年ほど古くでていることを具体的に指摘し、その原因について、高標高・内陸・高緯度で炭素14が高く(炭素14年が新しく)、低標高・海岸・低緯度で低いことを理論的に示し、歴博が炭素14年の較正曲線は世界どこでも共通に使用できるとしている前提は、事例によっても理論によっても問題があると主張してきた。この件は、日本だけでなく、エジプト考古学でも炭素14年が100年から300年古くでて苦慮していることを考えれば、地域差がなぜどの程度生ずるのかの研究が今後の重要な課題だと考える。本報告では、炭素14年が国際較正基準から乖離している事例を更に付け加えて紹介すると共に、筆者のこれまでの研究結果(新井2006,2007)を要約して紹介する。

キーワード　　弥生年代　炭素14年　国際較正標準　年輪年代
1 はじめに　

国立歴史民俗博物館(歴博)が、土器付着炭化物の炭素14をAMS法で分析して、弥生早期の始まりが紀元前10世紀に遡る可能性があると新聞発表してから4年が経過した。

当初は、衝撃と困惑で受け止められたこの年代遡上論も、最近では、考古学と自然科学の間の溝が相当に埋まってきているとの認識がある。

しかし、考古学サイドでの年代遡上論は盛んであり、理解が進んでいると評価できるであろうが、自然科学サイドでの進展は如何なものであろうか。炭素14年(1)の国際較正基準に対し、日本独自の基準を作成する活動などに、見るべき進展があるけれど、実は、本質的な問題は何一つ解決されていない。

すなわち､炭素14年の国際較正基準がローカルな地域でも、そのまま適用できるかと言う議論が、なおざりにされている。国際較正基準と異なる事例が既にいくつもある訳であるから、いくら世界どこでも同一な基準が使用できると主張しても、それは意味が無い。

なぜ、差異が生じるか、それはどの程度の差なのかという問題に研究を集中すべきである。考古学の正しい発展のために、筆者が既に報告した事例(新井2006,2007a)を含め、現状を整理して紹介して置きたい。
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2 炭素14年・不一致の現実

　まず、炭素14年が現実に100年程度古く出ている現実について整理して紹介する。

2.1九州弥生中期の炭素14年問題
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歴博の『新弥生時代のはじまり』第1巻(西本、2006)には九州地方の弥生中期等の炭素14年についても、土器形式を明記して示している。これらの炭素14年について、実年代と対比して図1に示す。

図1 弥生中期下期の炭素14年と国際較正基準
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土器形式の実年代は、歴博発表の年代観(藤尾等2006a)に基づき、板付Ⅱc:BC380、城の越:BC330、須玖Ⅰ古:BC290、須玖Ⅰ中:BC260、須玖Ⅰ新:BC230、須玖Ⅱ古:BC160、須玖Ⅱ中:BC120、須玖Ⅱ新:BC80、高三潴:BC10、下大隈:AD100とした。

これらの資料は全て歴博の年代観と歴博の測定値に基づくものであるから、当然、国際較正曲線の上下にばらつきを持って分布するはずである。しかし、平均的に見れば、炭素14年が100年も古く出ており、もし横軸の年代に、旧来の年代説を用いるならば、更にその差は大きく150年にも達する。
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3) 西本豊弘編「データ一覧表」『弥生時代の新年代』雄山閣、2006 

 データ出所 炭素14BP年分布

すなわち、このような乖離は弥生中期や後期のみに現れた現象とは考え難く、弥生早期・弥生前期の土器付着物の炭素14年についても、共通すると考えなければならない。そうであるならば、弥生前期の「2400年問題」を勘案すれば、歴博の主張する弥生早期・前期の年代は数百年単位で古く出ていたことになる。

2.2 弥生後期～古墳期の炭素年
弥生中期の炭素14年が古く出ているのと同様な問題が、弥生後期から古墳期にも認められる。土器年代と炭素14年を対比してみよう。
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藤尾、今村「弥生時代中期の実年代」

『歴博研究報告』133,2006

前期と中期　BC380-BC350

須玖Ⅰ BC320-BC205　BC260

須玖Ⅱ BC205-BC30    BC120

須玖Ⅰ古　BC290

須玖Ⅰ新　BC230

須玖Ⅱ古　BC160

須玖Ⅱ新　BC80

弥生後期から古墳期にかけての暦年像についても、未だ考古学界で安定した見解が得られているわけではないが、動かし得ない考古学的な年代があり、弥生中期より安定している。現状で比較的古く位置づけている年代観を採用し、表1のように整理した。

この土器年代を基にして、弥生後期から古墳期の炭素14年と土器年代を対比して図2に示す。炭素14年のデータとしては上述の『新弥生時代のはじまり』(西本2006,2007)に加え、『AMS14C年代測定法による尾張・三河の古墳出現期の年代』(名大2003) と木野瀬正典氏らの報告(木野瀬ら2005)によっている。全て、土器付着の炭化物に関する測定結果である。
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この結果から見ると、歴博、名古屋大のデータのいずれにおいても、国際較正基準より50年から100年程度、炭素年が古くでている。

2.3 年輪年代と炭素14年の比較

歴博は、国際較正曲線が日本の実情にあわないのではないかと言う危惧(批判)に対して、飯田市畑ノ沢と広島市黄幡1号の樹木を利用して、日本独自の標準作りを行い、歴博のホームページで「かねてからの主張通り、国際較正標準と誤差範囲に収まった」としている。

しかし、畑ノ沢と黄幡1号の木材の間にはBC680年からBC570年の約100年間、特にBC690年からの60年間は、平均で黄幡1号の炭素14年が70年も古く出ていて地域差がないとする前提は、実際のデータによって覆されている(新井2007a)。

また、遺跡試料で炭素14年が年輪年代よりも古くでている事例には、二ノ畦・横枕遺跡木材(平均70年差)、守山市下之郷遺跡木材(平均60年差) 、宇治市街遺跡木材(平均20年差)がある。いずれも歴博のデータ(西本2006,2007)等による。図3-1～図3.3に示す。

木材は土器付着炭化物ほど古くでる傾向にはないが、それでも古い年代を示している。
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2.4 中国とエジプトにおける不一致

炭素14年が国際較正基準よりも古くでている事例は、日本だけではない。エジプト考古学においても、考古学者たちの見解に対して、炭素14年が100年～300年古く出ていて、未だ問題は解決されていない(Bruins 2001)。

中国においても、春秋期戦国期の墳墓の炭素14年が100年から200年古く出ている。図4に示す(新井、2007b)。

図4 春秋戦国漢墓の炭素14年と国際較正基準

2.5対雁2遺跡の炭素14年問題
西田茂氏は『考古学研究』199号において、北海道対雁2遺跡の炭素14年を例示して「土器付着炭化物を試料とした年代測定は、同じ時期のクルミや炭より古く出るので、試料として適していない」との問題を提起した(西田2003)。

それに対して、歴博の藤尾慎一郎氏などは同200号において、提示された土器付着炭化物は2件ともδ13Cの数値から見て、海洋性リザーバー効果による異常値であり、かつその内の1件はアルカリ処理を施してない試料なので、信頼性が乏しく、問題点を解消すれば土器付着炭化物を試料とすることに問題はないと反論した(藤尾他2004)。

しかし、西田氏はこの説明に納得せず、同201号において「ふたたび年代測定値への疑問」として、対雁2遺跡の新たな分析値などを示し、再び疑問を表明した(西田2004)。

さて、その後の経過である。

歴博の坂本稔氏は2004年度の歴博年報において、対雁2遺跡の土器付着炭化物について歴博でも分析を行い、土器外面付着の炭化物では海洋性リザーバー効果を認めなかったにもかかわらず、予想年代に比べ古い結果を得たと報告した(坂本2004)。また、同氏の「日本文化財科学会第22回大会に参加して」において、その原因を「どうやら、外面の炭化物は北海道に見られる泥炭に由来するようです」と述べている(坂本)。

すなわち、藤尾氏などの行った西田氏への反論は有効ではなかったと言うことである。

その内容は、2006年に出版された『弥生時代の新年代』の分析値(西本2006)によっても確認できる。西田氏提示のデータを含めて、表2に整理して見る。

表2より判断すると、西田氏と歴博の土器付着炭化物の値は一致しており、西田氏が示した土器付着炭化物のデータが異常なものではなかったことが分る。しかも、「δ13Cが－24‰よりも小さい場合、海洋性リザーバーの影響はないと見る歴博の判定基準」(藤尾他2006b)に照らして、これらはリザーバー効果によるものではない。しかもアルカリ処理の問題もない。そうなると、土器付着炭化物の場合、歴博でも600年も古く年代がでることを確認したことになり、その理由は必ずや解明されなければならない。

その点では、外面の付着炭化物は泥炭を燃料に使用したとの歴博の想定には大きな疑問がある。すなわち、土器の外面は泥炭効果、内面はリザーバー効果によって古く出ていると「ご都合主義的」に説明することは、データから見てとても納得し得るものではなく、何の合理的な根拠もない。西田氏が提示した問題点は、未だ何ら解消されていないのである。

したがって、なぜ土器付着物で年代が古くでるのかについては、理由が分らない以上、その改善も出来ないし、どれほど古く出るかの評価のしようもないのである。

2.6 土器付着炭化物と炭化米の炭素年
土器付着炭化物が同時期の炭化米よりも古い年代を示す例が、対雁2遺跡の例以外にもある(西本、2006,2007)。

唐古・鍵遺跡の大和Ⅲ-3期の炭化米と土器付着炭化物の炭素14年のデータである。各々の炭素14年を示すと次のようになっている。

· 炭化米(平均: 2068年) 　

2050年

2070年

2065年

2070年

2080年

2065年

2025年

2100年

2090年

2069年

· 土器付着炭化物(平均: 2125年)　

2139年

2143年

2056年

2121年

2157年

2139年

平均で57年の差があって、土器付着炭化物の炭素14年が古くでている。

両者間には、統計的な検定を必要としないほどの差異がある。

3 なぜ古くでるのか

放射性炭素14は半減期が5730年で崩壊して行くが、その崩壊にほぼ見合う量の炭素14が宇宙線により毎年生成されているので、炭素14比は長期的にみると地球上でほぼ一定である。

しかし、炭素14比は地球上でどこでも一様というわけではなく大気中で高く海水中で低い。それは炭素14の生成が大気中で行われ、崩壊の大部分が海水中で行われているからである。

ここで炭素14比が低いということは古い年代を示すことであり、海水中の魚類や海草類の炭素14年は、樹木などの炭素14年に比べが400年から1000年ほど古くでる。

このように、炭素14比は地球上で一定というわけではないが、大気中では対流圏での混合が早く、分布がどこでも一定であったとして炭素14年の較正をおこなっているのが、国際較正基準である。

しかし、この国際較正基準を用いて年代を出すと、100年単位で古くでる場合があることを前項で示した。

そうであるならば、まず国際較正基準がどこでも使えるとの前提、すなわち炭素14比は大気中でどこでも一定であるとの前提を疑って見る必要がある。

炭素14の生成は、宇宙線によるが、その宇宙線強度は、地磁場の影響により、高緯度圏で強く低緯度圏で弱い。また大気の高層で強く、地表近くでは弱い。そのため、高緯度圏と低緯度圏の間、あるいは大気高層圏と地表近くでも、炭素14比に差が生ずる。

例えば、成層圏の20,000m上空では地上に比べ30%も炭素14比が高い(Nakamura et al  1991)。 (炭素14年に換算すると2,400年も新しい)。単純計算すれば高度差1000mで100年の差である。

それに対して、海洋による炭素14の交換希釈効果は、逆に海面の多い低緯度圏で活発である。以上を綜合すると、高緯度圏上空で炭素14を生成供給し、低緯度圏海面で炭素14を希釈減少させていると言う地球規模の流れが成立ち、分布に差が生じる。

事実、原爆実験最盛期のデータによると、地上で炭素14比が最高値を示したのは、実験最盛期の2年後であり、これを基にして擬似的な拡散計算をすると、低標高の海岸地帯では100年ほど炭素14年が古いとの計算結果となる。

したがって、炭素14比が地球上どこでも一様だとの前提は、検証されたものではなく、特定な条件、すなわち海岸から離れた高緯度圏の高標高地の木材でのみ成立すると考えておく必要がある。

筆者は、このような見解に基づき、歴博の発表した九州地方の弥生早期・前期の炭素14年を解析して、海岸と内陸の遺跡を比較すると、表3に示すように、海岸で100年ほど古くでる傾向があるので、弥生遡上論は慎重でなければならないと指摘した(新井2006)。

その後、関連する資料を収集しているが、その中で注目する必要のあるのが、木越邦彦氏の指摘(木越1966)である。氏によれば、台風後の東京で炭素14比が大きく減少(炭素年換算で80年ほど)することから、海洋性気団がかなり古い炭素14年を持つという。

なお筆者は、日本の炭素14年が国際較正基準に合わない理由が、「海岸効果」ばかりだと考えているわけではない。現に西田茂氏の指摘もあり、炭化米に比較して土器付着炭化物では炭素14年が古くでている事実もあることから、土器内に含まれた炭素による汚染についても考慮する必要があると考えているし、火山国の日本にあっては、著しく古い炭酸水や炭酸ガスの存在について、無視することは出来ないとも考えている。

4  地上の炭酸ガスと炭素14の分布比較

地球上における炭素14比の分布を考える際に、最も類似しているのが炭酸ガスの分布や流れである。近年、地球温暖化に関連して、多くの研究が行われているので、それを参照して議論を進めてみたい。

4.1化石燃料による炭酸ガスの分布

現在大気中に存在する炭酸ガスは、炭素換算で7500億トンであり、炭酸ガスの平均濃度で言えば366ppm(1997年)である。

これに対して、化石燃料により毎年増加する炭素は60億トンであり、計算上は毎年2.9ppmずつ炭酸ガスの濃度が上昇するはずである。しかし実際には、そのほぼ半分が海水に吸収されてしまうため、年間1.5ppmずつの増加にとどまっている。

さて、化石燃料による炭酸ガスの増加は、その消費地域周辺に、炭酸ガス濃度の不均一分布をもたらす。事実、日本の都市近郊における炭酸ガス濃度を見ると、地球上の平均値よりも20ppmほど高い数値を示している例がいくつも見付かる。したがって、もしそれらの濃度分布や流れを、定量的に掌握できるならば、炭素14分布の不均一性を評価するのにおおいに役立つ。

そのため、地球規模における炭酸ガスの分布を調べて見た。周知のように、化石燃料の消費は、北緯35度から50度の地域に集中しているため、この地域の炭酸ガス濃度が高くなっていることが予想されるからである。

幸いなことに、炭酸ガス濃度分布を地球規模で調査解析した報告があった。清水保らによる「地球規模における大気中炭酸ガス濃度の時空間変動及び空間分布特性」である(清水ら、2004)。論文中に示された1997年の1月、4月、8月、10月の炭酸ガス濃度分布によれば、化石燃料の多消費緯度帯で、炭酸ガス濃度が高くなっているのは確かであるが、季節ごとにその分布形態が大きく異なっている。その原因は、主として植物の光合成活動による炭酸ガスの消費である。すなわち、樹林帯の多い北半球では夏になると、光合成により多量の炭酸ガスを固定化するからである。そのことを考慮すると、化石燃料の影響だけを見るのであるならば、1月と4月の資料が適当であろう。図5に示す。

図5の1月と4月の資料を通じて、緯度間の炭酸ガス濃度分布をマクロに示すなら、次のようになっている。
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すなわち、化石燃料使用によって生じている地球規模の炭酸ガス濃度差は7ppmであり、相対的には2パーセントの差である。もし、これと同じように炭素14においても2%の差が生じたとするならば、炭素14年に換算して160年の差となるので、決して無視し得る差ではない。

4.2 炭素14の生成吸収による不均一分布

この7ppmすなわち2%の濃度差は、大気中の炭素7,500億トンに対する化石燃料の炭素毎年60億トンの増加(0.8%の増加)に起因している。このことを、炭素14の収支と比較してみよう。

大気中の炭素14量は約700Kgであるが、海水中の炭素14等を含めると、地球上には38トンの炭素14が存在している。したがって、炭素14の半減期を5730年とすれば(崩壊率は年0.0121%となり)、大気中で85グラム、地球全体で4.6Kgの炭素14が毎年崩壊により減少していることになる。

一方、宇宙線によって生成される炭素14も、地球全体で平均的に崩壊する量とバランスしている(と考えられている)ので、毎年4.6Kg程度である。

これを大気中の炭素14比のバランスで示すと、


新規生成＝

大気中の崩壊＋海水中へ吸収後の崩壊

となるので、大気中の年間崩壊を単位として測ると、新規生成は54年分、海水中へ吸収後の崩壊は53年分となる。

したがって、炭素14の海水による吸収も宇宙線による生成も共に約4.5Kg程度であり、しかも両者の効果は逆方向なので加算され出入りで約9Kgとなり、大気中の炭素14量700Kgに対して相対的には1.3%の動きとなる。この比率は、化石燃料による炭酸ガスの増加比率の0.8%よりも大きな値であり、類推するならば、大気中の炭素14分布にも2%以上の差、すなわち炭素14年で言えば100年単位での差が生ずる可能性があることを意味している。

もちろん、海水吸収や宇宙線生成の特定地域への集中状況は、化石燃料と異なる面もある。しかし、良く検討してみると実は非常に良く似ているのである。

ここで言う「海水による炭素14の吸収効果」とは、海水が炭素14を選択的に吸収するという意味であるが、実際の過程は、炭素14比率の低い海水中の炭酸ガスが大気に放出されることによって進行している現象である。海水中で炭素14比が小さいのは、大気中に比べ滞留期間が著しく長く、その間に崩壊が進んでしまうためであり、深海では10%～25%、表層海水でも5%少なく、炭素14年に換算すると各々800～2000年、400年も古い。

それでは、この海水吸収効果が何時どこで盛んに行われているかを検討してみよう。

一般的に言えば、陸地では吸収効果はないので、海洋面積の多い南半球で吸収が盛んなのは間違いない。それに加え、大気と海水の間の炭酸ガス交換は、「低温海水域で海水が炭酸ガスを吸収し、高温水域で炭酸ガスを放出する形式」であり、しかも炭酸ガスの交換反応が低温水域では遅いことを考慮すると、実質的な吸収反応の大部分は暖かい低緯度圏で行われていると見做せる。

一方、炭素14の供給域は南北の高緯度圏にあり、この効果は海水効果と正反対である。したがって北半球に限れば、炭素14の吸収地域は北緯30度以下、供給域は北緯50度以上と見做して大過ないであろう。以上を綜合すると、化石燃料の場合と炭素14生成と吸収地域の関係はかなり類似している。

このことから言えば、北半球地球規模の炭素14比の分布にも2%程度の地域差は予想しなければならない。図6で示すようにシベリアとチリでは1.3%程度、すなわち100年程度の分布差があったこともその証左と考えられるのである(Stuiverら1998)。

更に言えば、赤道面における炭素14比は、おそらくチリと同程度か、あるいはチリよりも更に古い可能性があり、それに基づけば、北半球における炭素14比の分布も1%以上の差があっても不思議ではない。

4.3 局所的な分布の不均一

炭素14比の分布については、地球規模におけるマクロな分布の他に、局所的な不均一が有り得る。それは、地球規模における炭酸ガス分布差が7ppm程度であったとしても、化石燃料の多消費地帯であるヨーロッパや日本では20ppm程度の差異を生じていることからも容易に判るであろう。

すなわち、限定した地域あるいは時期に、海水との炭酸ガス交換が強い場所があると、局所的に大きな差異を生ずる。筆者の言う海岸効果もそのようなミクロな地域差を意味している。その意味で、日本近辺の大気と海水の間の炭酸ガス交換が、何時どこで活発に行われているか調べて見よう。

日本近辺における海水面での炭酸ガス収支については、気象庁ホームページの「二酸化炭素の放出域と吸収域」が良い資料を提供している。その資料によれば、日本付近の海面においては、一般的に海水が炭酸ガスを吸収する側であり、例外的に海水から大気へ炭酸ガスを放出するのは、春から夏にかけての九州など日本の南西地域だけである。

このことは、九州等の海岸近くで、春から夏にかけて、炭素14比が大きく下がることを示唆している。いわば、大都市の化石燃料消費地域に匹敵するかのように、九州の海岸地域でも分布に差が生ずると考えられるのである。しかも、これらのミクロ的な分布差は、平面的な広がりよりも、大気の鉛直方向の分布に大きな影響をあたえる。

4.4 炭素14の鉛直分布

筆者は既に、大気垂直方向の炭素14比の分布について、｢大気中核実験による炭素14の地上濃度が最大になるのに2年を要した｣ことから、大気鉛直方向の炭素14分布について、簡単な拡散計算を行い、海面直上では平均に比較して約100古くなることを示した(新井、2006)。

ここでは、その計算結果について若干補強しておきたい。資料としては中村俊夫氏らの「日本上空の成層圏大気中二酸化炭素14濃度鉛直分布」(Nakamura et al、1991)しか入手していないが、その報告の中から大気中の高度別の炭素14比の平均値を読み取ると次のようになっている。基準は核実験開始以前の炭素14濃度である。

地上　　

11.9%増

相馬上空(1400ｍ) 
15.5%増

名古屋上空(8800ｍ) 
19.7%増

かなりバラツキの大きなデータであるが、地上に較べると相馬上空では3.6%、名古屋上空では7.8%も濃度が高くなっている。標高1000m当り1～2%の差すなわち80年から160年の差を示しており、標高の高い地域と海岸で差異が生ずる可能性を、これらのデータも示している。国際較正基準の算出に用いた古樹木は、高緯度圏のほかに、高山地帯のデータが多いので、地表との高度差も考慮する必要があるのである。

5 おわりに

炭素14法に基づく弥生年代遡上について、主としてその分析方法と年代較正に宿る問題点を紹介した。

地域によって、炭素14年が国際較正基準と異なるのは、高地・高緯度・内陸で炭素14が高く(炭素14年が新しく)、低地・低緯度・海岸で低いからである。

エジプト考古学においても、炭素14年が100年～300年古くでていて困惑している。

弥生の炭素14年には「2400年問題」があり、炭素14年の差がたとえ50年でも、暦年では300年の差となる場合があることに留意すべきである。

いま、学問として求められているのは、土器付着炭化物や較正基準の問題について、歴博の取扱いが「正しい」ことを証明することではない。問題点を正確に把握して、いかにして適用できる範囲を拡大して行くかなのである。

若干の提案をして稿を締めたい。

1. 土器付着炭化物の土壌および土器自身からの汚染の解明

2. 地球温暖化の問題で進展のある炭酸ガスの大気・海洋間の流れを参考にした炭素14の分布に関する学際的研究

注(1) 
本報告に用いた炭素14年は、全て国際的な規定に基づくもので、14Cの分析値をもとにして、半減期5566年をもとにして西暦1950年から何年遡るか計算したもので、13Cの影響を補正済みのものである。IntCalの標準較正基準により暦年に変換した年とは異なるので注意を要する。
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Calibration Problem of Radiocarbon dating

－Why are the carbon dates older?－
 Hiroshi ARAI.
It’s been 4 years since National Museum of Japanese History (NMJH) announced the Yayoi period began in B.C 10th by radiocarbon dating. The efforts how to fill the gap from the conventional theory seem to be stream in archeological field but not in scientific field. The author has pointed out that there are so many examples carbon dating shows much older than The International Calibration Standard (IntCal). Especially NMJH data themselves show ➀ the dating in seashore is 100 years older than in inland at the beginning stage of the Yayoi period, and ② the dating during the middle stage of the Yayoi period in Kyushu is also 100 year much older than the calendar year that NMJH has ascended by carbon dating. Theoretical understanding suggests that carbon dating shows newer in high latitude, high altitude and inland, and shows older in low latitude, low altitude and seashore. It should be reconsidered that the IntCal can be used anywhere worldwide or anywhere local sites. The archeologists in Egypt also suffered from the gap that carbon dating shows 100 to 300 years earlier than the calendar year.  It is the vital subject to make it clear the reason why carbon dating shows older age locally. 

Keyword:　 Yayoi Period,  radiocarbon dating,  IntCal,  tree ring dating
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－Why are the carbon dates older?－
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図3-2 守山市下之郷遺跡木材の年輪年代と炭素年








図2 古墳期の炭素14年と国際較正基準
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図5 1997年の冬と春の炭酸ガス濃度分布





�図６　シベリア・ワシントン・チリの炭素14濃度(Stuiverら)








表3 弥生早期・前期遺跡の海岸と


内陸のC14年分布差
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図3-1 二ノ畦・横枕遺跡木材の年輪年代と炭素年





図3-3 宇治市街遺跡木材の年輪年代と炭素年





図3-3 宇治市街遺跡木材の年輪年代と炭素年








